
公費解体の課題と対応 ＜令和6年5月26日時点＞
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③解体工事②工事前調整①申請

• 解体工事完了数が少なく、被災地の景色が
変わらない

• 申請受付数の工事前調整に時間を要し、解
体工事の発注まで進まない。

• 申請受付数は着実に増加。一方、相続等によ
り申請困難な被災者が一定程度存在（※）

課題

• 解体実施数（累計）は着実に増加• 各市町にて工事前調整に従事する委託
技術者（補償コンサルタント）を増員

• 民法の所有者不明建物管理制度の手続
きや宣誓書方式の事例についてマニュア
ル等を策定・改訂し周知

これまで
の対応

• 復旧・復興の象徴となる輪島朝市での解
体を加速化するため、環境省･法務省連
携で支援
環境省：エリア全体の公費解体が面的に行
われるよう支援
法務省：登記官による職権での倒壊家屋
等の滅失登記の実施

• 更なる工事前調整の迅速化のため、工事
前調整の効率化や委託技術者（補償コン
サルタント）の体制確保・強化

• 委託技術者（補償コンサルタント）等が行
う共有者特定調査を補助対象に追加し、
申請困難者を支援

• 倒壊家屋等に係る登記官の滅失登記の
実施や宣誓書方式の活用等による申請
手続等の円滑化について、環境省･法務
省連名で事務連絡を発出（5/28）

加速化の
ための
追加対策

解体予定数
約22,000棟

（令和7年10月末まで）

①申請 ②工事前調整 ③解体工事
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輪島朝市の解体工事

被災者市町 市町被災者 委託技術者市町 解体事業者市町

申請受付数
15,613棟

解体実施数
831棟

3月末
約２００棟

4月末
316棟

5月末予定
約800棟

• 2月から各市町で順次受付
開始。

• 環境省職員による技術支援、
応援自治体職員等の派遣に
よる申請受付事務等支援

• 申請書類の合理化について
マニュアル等を策定・改訂
し市町に周知

• ピーク時に平均600班の解体
事業者がが対応できる体制を
北陸ブロック内で確保済

• 既存施設の活用･仮設宿泊施
設の設置により合計約1,600
名分の宿泊地を確保予定

解体完了数
346棟


